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は じ め に

地方の時代 とい われ る80年 代 においては、我 が国の情報化が一層進展す る時期 であると予想 され

る。 特 に、 地 域 の社会経済及び住民生活が 多様化 し高度化するとともに、的確 な情報の利 用環 境に

ついての要請が高まってい る。

この ような情勢 に鑑 み、当協会 では 、昭和54年 度 より地域別情報拠点 の育成 に関する調査研究事

業 を推進 しており、全国5地 域において、各地域特性 を踏まえた調査研究 を実施 して い る。

地 域情報拠点 の構想 は、地域 活動 を行 ってい る機関が各々の目的に応 じて収集加工す る情報 をネ ッ

トワーク化L相 互 に有効利用 を図 り、提供サー ビス を可能 とするもので あ る。

関信越 ・東北地域においては、地域経済情報 ネ ットワーク形成 をテーマとして、55年 度、情報 ニ

ーズ調査
、流通 状況調査 を実施 した。

本年度 は、 これ ら調査結果 を踏 まえて、情報のク リア リング機能 の分析 並びにレフ ァレンス情 報サ

ービス実現 のための基本構想 につ き事例 研究を行 った
。

今後は、 レファレンス情報 サー ビスのためのパ イロッ ト・システムの研究開発並び に情報流通ネ ッ

トワーク形成上の諸問題 を検討 してい くことと して いる。

最 後に、本調査 研究にあたって、 ご指導、 ご協力いただいた委員をは じめ関係各位に感謝 の意 を表

します。

昭和57年3月
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1.調 査 研 究 の 概 要

(1)調 査 の目的

80年 代 は 「地 方の時代 」と呼 ばね 各地域の動向に強い期待 と関心が もた れている。

このような中、行政機関、各種団体、企業等においては田園都市構想、定住圏構想等 の長期計画 の

策定や、複雑化 して いく経済状況 の把握に地域独 自の展開が求め られてい る。

これ らの計画 を策定 し、実行 するには、地域 におけ る情報基盤 を整備 し、,情報 の流通を図る必要

が ある。

そ こで、当地域調 査では、多岐 にわたる地 域活動の うち特 に変化 の著 しい経済状況 を迅速 ・確実に

把握するために地域経済情報 へのニーズを明 らかにす るとともに、その利用 方法 、技術に関する研

究、開発 を行 い共通情報基盤 の形成拡大に寄与 しうる地域情報拠点 の育成 と地域経済情報 ネ ットワ

ークの形成 を行 う
。

② 調査 の全体計画

関信越 ・東北地域調査 は55年 度 よ り次の計画 で行 うものとす る。

←f}昭 和55年 度

経済動 向把握 の為 に必要 な情 報に ついて 、地域 での①情報活動の実 態調査・②政策的利用に関

す るニーズ調査 を実施する。

同 昭和56年 度

①55年 度 の成果 を踏 まえ、必要な ところか ら、情報の収集 ・整備 ・蓄 積のため のデータ交換

等利用に関す るテス ト事例 の研究を行 う。

② 情報ネ ットワークを実行 する際に問題 となる組織的制度的な諸問題 につ いて調査する。

③ ネ ットワーク基本構想 を作成 す る。

(2」 昭和57・58年 度

① 必要性 の高 いデータについて、条件の整 ったところから、地域データバ ンクの形成 拡充お

よびその利用 のたみのソフ トウェアの開発を行 う。

(3)56年 度調 査研究の 目的

1980年 代 におけ る産業は知識 集約化、技術集約化が多角的に進め られ・一層 の高度化が図 ら

れ るものと思 われ る。今後、産業 経済 の発展 を期 すためには、行政機関 、 自治体・団体等が活動を

する上で必要 とす る情報 を適時迅速 に正確に入手出来 る体制作 りが強 く望まれている。

以上の認識の下に、関信越 ・東北地 域におけ る情報 の体 系化と流通化 を図 るために情報の レファレ

ンス機能(ク リア リング機 能)及 びネ ットワーク体制 の在 り方 について調査研究 を行い、地域情報

拠点の育成と地域経 済情報 ネ ッ トワークの形成 を図ることを目的に、以 下の とお り本年度調査研究

を実施 した。
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2.レ フ ァ レ ン ス サ ー ビス

2.1.ク リ ア リ ン グ

「地域経済情報ネ ットワーク」を形成するための課題と して前年度の調査研究の結果では

① 利用 したい情報の所在、内容、入手方法等、情報へのアプローチ方法が整っていない。

② 情報の共通利用に関する技術、制度等の体制が整っていない。

等があげ られて剖 、これを織 するためのつ の方法として、ク リア リング機能の形成必 要であ

るとの結論 を得た。

ク リア リング機能 とは、 多数 の組織体がそれぞれに作成 ・保管 している情報 を相互に利用 し合 うた

めに必要 な情報 の所 在、利用方法、 及び内容等 を提供 するものである。

情報ネ ットワークにおけ るク リア リング機能は図2.一一1の よ うに考え られ る。

利一

用

者

情 報 ネ ッ ト ワー ク

ク リア リング機能

情報 の収集 ・管理

検 索 磯 目ヒ

情 報 提 供 機 能

サ ボ 機 能

情
報
提
供
者

図2-1.情 報 ネ ッ トワークにおけ るク リア リング機能

ク リア リング機 能は、幾つかのサブ機能か ら構成 され るが、主 な機能 として次のようなものが考え

られる。

① 情報 の収集 ・管理機能… ・・一 次情報の収集 ・保管 、二次情 報の作成 ・保管 を行 う機能
o

② 検索機能……利用者か らの問合せに対 して情報の所在、内容等 を回答する機能
o

③ 情報提供機能…・・利 用者か らの要求に応 じて、一次情報 を提供する機能 o

④ サ ポー ト機能…・・情 報 の利用方法、技術等 に関 する助言 を行 う機能 。

これ らサブ機能 の実現方法に よって ク リア リング機能には次のよ うな形態が考 え られ る。
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ケー ス1所 在 源情報 提 供

統計情報の表現等によって、その情報を持つ組織体の名称、所在地 を知 らせるもので、一次情報は

ネットワークを通 じて別途入手する方法。 ◆

所 在 源 情 報 機 能

問合せ
利 二 次情 報 の収 集 ・管 理

用 次

検 索 機 目ヒ 情者

回 答 報

情 報 提 供 機 能

図2-2.所 在源情報提供機能

ケ ー ス2レ フ ァ レンス サ ー ビス

必要とする情報の名称、所在だけでなく情報の項目、客体、分野等概要についても検索 ・サービス

するもので、 ケース1の 所在源情報提供機能を包含するが、一次情報については別途入手する方法

一 レ フ ァ レ ン ス サ ー ビ ス 機 能 一

二次情報収集 ・管理機能

鴫

一

次

情

報

利 ・

用

者

(情 報の加工 を含む)

検 索 機 能

(情 報 の概 要等を含む)
` 凸q

一 情 報 提 供 機 能
頃

図2-3.レ フ ァレンス ・サービス機能

ケ ー ス5ク リア リン グ

ケース1、2の 機能に加えて、一次情報 の提供 まで実施するものである。
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一 ク リア リン グ機 能 一

利

用

者

一 次 情 報 の収 集 ・管 理 機能
一

次

情

報

■

二 次情報 の収集 ・管 理機能 づ

一

検 索 機 能

情 報 提 供 機 能

図2-4.ク リア リング機能

次にこれら各機能毎に特徴を見ると次のようになる。

ケー ス1所 在 源情報提供

・一次情報 は
、それぞれの機関 で管理 し、必要に応 じて提供す る。

・二次情報 はデータ名 、所在等 の項 目だ けで作成管理が容易であ る。

・利用者に と っては、作成者 との話 し合 い、又 は一次情報 を入手す るまで、内容の評価が できないな

どの制約 がある。

ケ ー ス2レ フ ァ レ ン ス サ ー ビ ス

へ

二 次情報 はデータ名、所在 の他 、デ ータの項 目、分類方法、概要等、内容 の分析 を行 った上 で、作

成することが必要 であるが、二次情報 で ある程度 まで内容 を把握す ることが可能である。

また、内容 による検 索が できるため、資料収集が しやすい。

ケ ー ス5ク リ ア リ ン グ

二次情報によって必要 とす る情報 を検索 し、同時 に一次情 報を提供するもので、利用者 にと っては

最 も便利 であるが、情報 を提 供す るための専門機関又 はオ ンラインネ ットワーク等 の施設 が必要 であ

るo

レフ ァレンス機能 は、ク リア リング機能 の一部分 を構成す るもので あり、ク リア リング機能 を充実

す るための最 も重要 な要素 であ る。

特 に、オ ンラインによるコンピュー タネ ッ トワーク等、莫大 ・な投資 を行わな くとも・資料 目録等 の

形 でレファレンス機能を整備 してい くことが可能 であり、 レフ ァレンス機能の実現 は最 も現実的 な方

法 であると考 え られる。

レフ ァレンス機能に よって参照 され る資料 の数が少 ない うちは 「一覧表 」の作成 で充分であるが、
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数が多 くなるにつれて情報 の概要や内容 の細 目等 を含 む しっか りした二 次情報 を作 ってい く必要 があ

るo

地 域経済情報ネ ットワークのための レフ ァレンス機能 と しては、資料 目録等 の整備 を行い、所在源

情報 を提 供 してい くことか ら初 め、次に二次情報 の収集 と検索シス テムの開発へ と進 め、情報Z)量 や

提供の状況に応 じて、センターへ と段階的に発展 させ てい くのが現実的 である。

表2--1.ク リア リング機能の形態(分 散型)

ケ ー ス1 ケ ー ス2 ケ ー ス3

所在源情報の提供 レ フ ァ レ ン ス ク リ ア リ ン グ

検 索 ・表題(資 料名) ・表題 ・同 左

・作成機関名(所 在) ・作成機関名

・分 野

・ デー タ項 目名

'噛》

・概要

i、

提供される情報 '二 次情報 ・二次情報 ・一次情報

(表題、作成機関) (表題 ざ項 目名、) ・二 次情報

(一次情報は別途入手)

一次情報の管理 ・レ フ ァレ ンス 機 能 と は ・同 左 ・レファレンス機能 を含

独立に管理可能 めて管理する必要があ

るo

二次情報の作成 ・資料の一覧表 を作成 す ・資料の分類等 ・同 左

るだけでよい 専門的知識が必要

運 用 ・資料の一覧表 の交換収 ・同 左 ・コ ン ピ ュー タ ネ ッ トワ

集 を行 うことで ある程 ・二次情報作成等の専門的 一クを設置 し
、 これを

度の効果をあげられる 作業 を伴 うため、それぞ 通 じて検索利用が可能

れの組織内の体制作りが となるよ うに、それぞ

必要 で ある。 れ の組織内 で、一次、

二次情報 のデ一夕ベー

スを作成する必要があ

るo
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2.2.レ フ ァ レ ン ス サ ー ビ ス

前節 で、3種 類 のク リア リング機能をあげたが、 この うち最 も望ま しいのは「ク リア リング 」まで

行 う方法 であるが、 これを実現 す るためには、多 くの制度的課題 の解決 と多大 な投資 が必要 であるた

め、最 も実現性 の困難 な方法 でもある。

実現性が最 も大 きいのは、 「所在源情報提供 」であり、各機関 で作 られている資料 目録 を集大成す

ることである程度の効果が期 待 できることに なる。

しか し、利用者は必要 とす る情報 を表題か らしか見つけることが出来ず不便 であ る。

このようなことか ら、当 地域調査 では、ク リア リング機能 と して、 ケース2の 「レフ ァレンスサー

ビス 」機能 をとりあげて調査研究 を行 った。

t1フ ァレンス(reference)と は、情報 を得 るための問合せ、参照のことで、外部情報の利用

者 にと っては、情 報ネ ッ トワークを介 して情報 を流通す るためのク リア リング機能の中で最 も重要 な

要素である。

レファレンス ・サー ビス(referenceservice)と は、利用者の質問(要 求)に 対 して各

種の資料を調査 し、参考資料名を含めて、解答することで、これを実施 している図書館では 「参考業

務 」と訳 している。

また、レフ ァレンス ・サー ビスに使われ る辞典 やハン ドブ ック、 目録等、事項 を調べ るための資料は

レフ ァレンス ・ブ ック(referencebook)と 呼 ばれ、これ を集めて調査 を行 うための部屋が

レフ ァレンス ・ライブラ リ(referencelibrary)と い われ るもので、これ らを利用者が直

接利 用 して調査 することもで きる。

「地域経済情報ネ ッ トワーク 」を通 じて資料(コ ンピュータ媒体 を含めて)を 効率的、効果的 に入手

す るためには情報一覧 や目録等 レファレンス情報 に よって情報の所在、内容等 を充分に把握 してお く

必要 がある。

2.2.1.レ フ ァ レンスサー ビス機能

レファレンス サービス を行 うには、情報 の収集 ・加工、検索等が必要である。

検

索

レ

フ

膓
ン

ス

情

報

メ

ン

テ

ナ

ン

ス

情

報

の

加

工

←

情

報

の

収

集

利

用

者

Q

A
●

● ●

頃

口 頃 鴫

一

次

情

報
、1

,

レ フ ァ レ ン ス サ ー ビ ス 機 能

図2-5.機 能 関 連 図
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ここでは、二次情報 の検 索サー ビス を行 うケース2を 対象 と しているので、各サブ機能の関連 は図

2--5の よ うなものと考え られ る。

次に、各サブ機能の概要 を示す。

(1)情 報 の収集 ・・…・各機 関によって作成 された情報 の うち、名称、概要、提供条件 等、検索の対象と

なるデータを収 集す る。

② 情報 の加工…・・佃 で収集 したデータに分野名等の情報を付加す るとともに、検索サ ービスのため

レフ ァレンス情報 と しての様式に整える。

(3)メ ンテナンス …・・{2)のデ■=タにより、 レフ ァレンス情報 を更新する。

(4)レ フ ァレンス情報 の保管…・・利 用者 か らの要求に応 じて、いつでも参照 で きるよ うに 、レファレ

ンス情報 を保管 してお く機 能。

⑤ 検索 …・・利 用者か らの要求 によ り、保管された レファ レンス情報の中か ら必要 とする情報 を選択

し、利用者に提供す る。

2.2.2.レ フ ァレンス情報

「地域経済情報ネ ッ トワーク 」に よ ってコンピュータ媒体による情報 の流通 を行 うために必琴な レ

ファレンス情報 の内容 は次のよ うな ものが考え られる。

① 統計名、概要

② 業務名

③ 作成機関名

④ 分野

⑤ 作成 ・調査周期

⑥ 客体、属性

⑦ 収納期間

⑧ 項 目名

⑨ 刊行物名

⑩ 提供条件

⑪ ドキ ュメン ト名

⑫ データ量

⑬ フ ァイル形式、名称(OS.Format.Code.dencity)

この うち①～⑨ ま では一般 の図書 目録 などと同様のデータであるが、コン ピュータ媒体 によるデー

タ交換のため追加すぺ きデータと して⑩ ～⑬ までの ものが考え られる。

2.2.5.レ フ ァレンス情報の整備 と提供の方法

レファレンス情報 の整備 方法につい ては、図書館 で使 われてい るカー ドシステ ムの応用 の他、目録

と して整備する方法 等が考 え られ るが、更に コンピュータを使 ソた検索 システムやKWIC、KWOC

リス トと しての利用 も考 え られる。

また、 データの提供方法 と しては、整備方法 と対応 して、
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①

②

③

④

⑤

情報 カー ド

目 録

コンピュータによる検索

マイク ロフ ィル ム

コン ピュータ媒体に よる二次情報の提供

等様 々なものが考え られる。

今後情報処理技術 の普及等を考慮すると原データは情報 カードで作成保管 し、利用者に対する情報
ハ

提供はコン ピュータ媒体又は コンピュータに よる検索サー ビス を考えた方が、データ量の増大等、機

能の拡大に充分対応 できる ものとな る。

2.5.地 域 経 済 情報 に関 す る レフ ァレンス サ ー ビス の 現 状

　

先 に も述べたが、現在、図書 館では利用者の質問に対 して、 目録や辞典等を調べ て回答す るレファ

レンス ・サー ビス を行 ってお り、統計資料につ いて もある程度の回答 を得 ることが できるが、資料 の

網羅性等 の面 で充分満足 で きる ものでは ない。

これは統計資料が一般 の図書 と性質 を異に しており、資料の流通 や、 日本十進分類等、従来 の管理

方法 にな じまない ため、図書 の全国統合 目録(unionlist)の よ うなレファレンス情報の整備

が不充分 であるためと思われ る。

統計資料に関す るレファレンス情報 の整備については、全国統計 協会連合会 の「昭和53年 地 方統

計デ ータベース の編成及び運用に関する調査研究報 告書 」

中小企業 センターの 「情報 の流通 と管理 」等 様々の方面 でそ の重要性が指摘されてお り、その後 、

全国統計協会 連合会 では、昭和56年 に、 「地 方統計資料総合 目録 昭和50年 、昭和54年 」を作成

してい る。

これ は、全 国総合 目録 ではないに して も、各県、指 定都 市 の統計資料 を集大成 したものと して充分

意義 のある もの であ る。

この他、地域経済 に関する文献の目録 も幾つ か作成 されてい るが、統計、文献 ともに、継続 的な収

集が行 われてお らず、本格的 な レファレンスサービスが実現 され るに至 ってい ない。

このため、 レフ ァレンスサー ビス、発展型 としてのク リア リングサー ビス を実現す るため、 システ

ム開発及び利用体制確立 のための社会的投資 を行 ってい く必要 がある。
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ろ.レ フ ァレ ンス情 報 サ ー ビス に関す る意識調査

5・1.調 査 目的 と方 法

(1}調 査 目的

地域経済の情報ネットワーク形成のためには各機関が独自に作成している情報を広 く利用者に知

らせるとともに、情報を検索する方法 を確立することが重要な課題となっている。

今回のレファレンスサービスに関する意識調査では

① 資料探査方法 の現状及び利用上の問題点

② 地域に関するレファレンス情報サー ビスの現状

③ 地域に関するレファレンス情報サービスの在り方

④ 情報 ネットワークサービス利用状況

等にっいて調査を実施 した。

② 調査方法

関信越地域及び東北地域のそれぞれの地域性を考慮 して対象機関を決定 した。

調査対象機関

〔関信越地域 〕
ノ

首都圏(東 京都、埼玉県、千葉県、神 奈川県)の 都県庁、市 ・区役所、商工会議所、商工会連合

会等161機 関

〔東北地 域 〕

東北6県 の県庁、市役所、商工会議所、銀行 、電 力会社等45機 関

調査の回収結果は下図のとお りである。

対象機関数 回収機関数 回 収 率

関信越地域

東 北地 域

161

45

130

32(115)

80.7%

71.1%

合 計 206 162 78.6%

(注)カ ッコ内 の数字は回収部所数

(東 北 地域の場 合1機 関 に複数部所の回収 が

あ るため)

5.2.調 査 結 果 と分 析

5.2.t.資 料 探査方法の現状及び利用上 の問題点

(1)地 域 に関 す る外部資料 を利用 す る場合の資料 の探 し方 では全 回答機関 の36%が 「内部の経験者

に聞 き情報 の所在 を確 かめ る」と言 う方法 をとり、26%の 機 関 で「概 ね情報 の所在は把握 してお
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り、特 に所在 を調べ ない」と回答が あった。内部 あ るいは外部情報 センターの目録 あるいは、情報

総覧 で調べ ると回答 した機関は30%で あ った。

関信越 地域 と東北地域に分けて見 ると、回答の多い順 は「内部の経験者に聞 き、情報の所在 を確

かめ る」、 「概ね情報 の所在 は把握 してお り、特に所 在を調べ ない。 」、 「内部情報 センターの目

録、あるいは機関内部 で作成 された情 報総覧 で調 べ る」、 「外部情報 センターの目録 で調 べる」で

あったが、 内部 あるいは外部情報 セ ンターの 目録 あるいは情報総覧 で調べ ると回答 した機関は関信

越27%、 東北34%と 東 北地域の方が比率が高 い。 また 「内部の経験者に聞 き、情報 の所在 を確

かめ る 」と回答 したものは関信越40%、 東北32%と な っている。 これ により東北地域 の方が関

信越地域に くらべ て目録、情報総覧 の利用率が高いと言 え る。

また、 これ以外 の回答 と しては 「情報 の所在 を見当づけて外部機関に電話す る」、「各機関 を訪

問 して情報 を収集 す る」「同業他社 との連絡会によ り情報交換 す る」等があった。

1.内 部情報セ ンターの目録 、 あるいは機関

内部で作成 された情報総覧で調べ る

2.内 部 の経験者に聞 き情 報の所在 を確 かめ

る

3.外 部 情報 センターの 目録 で調べ る

4.概 ね 情報の所在は把握 してk・b特 に所在

を調べ ない
5.そ の他

② 地域に関する外部資料利用上 の問題点は全 回答機関 で見 ると「資料 を探す方法 や資料 の所在 がわ

か らない 」(29%)、 「利用 目的に適合 しない 」(23%)、 「資料 が公表 され てい ない 」

(21%)、 「資料 がない 」(13%)の 順 であったo

関信越地 域と東北地域に分け て見 ると、関信 越地域で は2番 目に回答が多いのは「利用 目的 に適

合 しない 」(22%)、3番 目が 「資料が公表 されていない 」(16%)で あ ったのに対 して東北

地域 では逆 に 「資料 が公表 されていない 」(27%)、 「利用 目的に適合 しない」(24%)の 順

となってい る。

また、 これ以外に 「国、県等 の公表時期 がお くれ る」、「どん な内容 の資料が あるのか分 らない 」

「積極的 に公 開してくれ ない 」等の問題点が あげられた。

以上 のことより資料 を探査 する方法は、 目録 、情報総覧 を見 るのではな く経験 者に聞 く等 ある一

定の狭い範囲で行われてい る。



1

2

3

4

5

6

資料が公表されていない

利用目的に適合 しない

資料がない

資料を探す方法や資料の所在がわからない

特に問題はない

その他

5.2.2.地 域 に関す るサー ビス機関利用の現状

地域に関 する外部資料 を利用す る場合に は内部資料 センターを利用する方法 と外部資料 センター を

利用 する方法がある。

内部資料 センターにつ いては 自機 関に内部 資料 セ ンターを持 っている機 関 の うち関信越地 域で84

%、 東北地域 で75%が 年平均12回 の割合 で利用 し情報 を得 ている。

外部資料 センターについては34%の 機 関が年平均9回 の割合 で利用 してい る。

また、内部情報セ ンターがあ るに もかかわ らず利用 されない利用 としては、 「手元に ある資料 で間

に合わせ る」(61%)、 「 目的 とす る資料 があるかないかわか らないため 」(11%)、 「距離的

に資料 センターが離 れているkめ 」(6%)の 順 にな ってい る。関信越地域 と東北地域 に分け て見 る

と、関信越地域 では 「調べに行 く時間がないため 」が13%な のに対 して東北地域 は回答 ゼロ、東北

地域 で「距離的 に資料セ ンターが離 れ ているため 」と回答 したものが10%だ っ たのに対 して関信越

地方では回答ゼ ロであった。

外部資料センターを利 用 しない理 由と しては 「手元 にある資料 で間にあわせ るため 」(37%)、

「 目的 とする資料 があるかないか わか らないため 」(22%)、 「距離的に資料 セ ンターが離 れてい

るため 」(12%)の 順 となっている。

以 上 の結果 より地域に関 する外部情報 を必要 とする場合内部資料センター はかな り利用度 を示 して

いるが、外部資料 セ ンターは特 に 「目的 とす る資料 があるかないかわからないため 」に利用 してい な

い場合 が多い。

また、これ以外 に利用 しない理由 と しては 「資料セ ンターでな く関係機関 に直接照会 してい る」

「外部情報 を必要 とす る業務 が少ないため 」「図書等 は市立図書 館を通 じてレファレンスサー ビスを

期待 できる」「資料 センターの所在 がわか らないため 」等 である。
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A資 料 セ ン タ ー の 利 用 状 況

内部 資 料 セ ン タ ー

1.利 用 す る

2.利 用 し な い

3.資 料 センター

が な い

外 部 資料 セ ン ター

B利 用 しな い 理 由

内部 資料センター(4%)

外 部 資 料 セ ン ター

(4%)

82(12%

(19%)

(37%)

(22%)

1

2

3

4

5

6

7

8

検索の手続がめん どうであるため

距離的に資料センターが離れているため

貸 し出 しに応 じてくれないため

貸 し出 し期間が短いため

目的とする資料があるかないかわからないため

手元にある資料で間にあわせ るため

調べに行 く時間がないため

その他
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5.2.5.コ ン ビ=一 一夕情報ネ ットワークサービスの利用状況

現在 コン ピュー タにより情報 ネ ットワー クサ ービス を行 っている機関についての利用状況 を、 ロッ

キー ドDIALOG(紀 の国屋)、JOIS(日 本 科学技術情報 センター)、NEEDS-TS(日 経)

NEEDS-AMD(日 経)、MARK凪(電 通)を 例に調査 した。

「利用 した ことのある」機関 は ロッキー ドDIALOG(1件)、JOIS(5件)、NEEDS-

TS(6件)、NEEDS-AMD(5件)、MARK亙(2件)と ほとん ど利用されてい ない。 「知

っているが利用 した ことがない 」ものはNEEDS-TS(43%)、NEEDS-AMD(42%)、

JOIS(31%)、MARK皿(24%)、 ロ ッキー ドDIALOG(17%)の 順 であった。 ま

た「知 らない」は ロッキー ドDIALOG(83%)、MARK皿(75%)、JOIS(67%)、

NEEDS-AMD(56%)、NEEDS-TS(55%)の 順 であ った。NEEDS-TS 、NEEDS

-AMDが 他 の3シ ス テムより知名度が高 いことが わかる
。 これは、データ内容が地域に直接関係 す

る点やPR性(日 本経 済新聞社 のPR力)の 点に あると思 われる。

ロ ッキー ドDIALOG

JOIS

NEEDS-TS

NEEDS-AMD

MARK皿

、-＼
、

、 ＼ 、

11
、 、

1、 ＼
'、 、

締てい るがL青 月みはたい 知 らない

←利用 したことがあるi

1」1
,

,'

膓,'"
`,'

1

0% 50% 100%

5.2.4.地 域 に関するレフ ァレンス情報サービスの在 り方

コン ピュータ利用に よるレフ ァレンス情報 サービス の形態 について、

① 情報 センタrで 原資料 目録を集 中的に収集 し提供す る。

② 情報 センターで資料 目録 だけを収集 ・提供 し、原資料 はそれぞれの機関で保持 ・提供す る。

③ 原資料 ・資料 目録 ともにそれぞれ の機関 が整備保 管 し独 自に提供す る。

④ 上記① ～③以 外 の方法

に分けてそれぞれの機関 が どうい った考え方を持 ってい るか を調査 した。① と回答 した機関は59%、

② と回答 した機関 は32%、 ③ と回答 した機関 は6%、 ④ と回答 した機関は2%で あ った。

それぞ れ回答 した理 由と しては① に関 しては、利用者側 の便利 さを述べる機関が多 く、「多種 多様

な情報 のなかか ら必要 とする情報 を迅速 かつ正確 に得 られ るようにす るとともに適切 な方法 で保 管す

るために は、一元的な管理が必要 であ る」「集 中的に収集 しないと結局管理 出来ず、資料が生 かされ

ない。それぞれの機関 で整備保管 して も閉鎖的 とな り積極的に提 供出来ない」「原資料 を情報 センタ
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一で保管 することは様 々な点 で情報 センターの負担が重 くな ると思 われるが
、利用者の立場 と して原

資料を個々の機関に依頼することは問題 が多 くむずか しいか ら」との意見 があった。② に関 しては「基

本的には① であることが望ま しいが、膨大な情報を1カ 所で保管す るのは事 実上不可 能と思 う」

ノ「必要 な資料 の所在がわかれば よく
、原資料が必要な らじかにそ こへ行けばいい」「原料 の保持 、提

供に あた っては各機関 で第一次的 な責任 を持つべ きであるため 」「一括 してサーベイするため資料 目

録はセ ンターで管理 した方が好 ま しい。 しか し原資料 を一括 管理 す ることは原 資料 が膨大 とな りす ぎ

る。また万が一の場合 を考 えて分散 しておくことも必要である」等の意見があ った。 また全体的な意見

としては 「情報センターでは 高次 的 な原 資料を集中的に収集 ・提供す るよ うに して、資料 目録につ

いて細 目にわたり収集 するよ うに した方が利用者としては必要に応じて広範囲の資料を有効に利用でき

るのではないか と思 う」とい った細か いレベルの意見 や、 「情 報公開 と秘密保持、 プライバ シー保護

等 のかねあいか ら慎重 な対応 が 必要 」との意見 が出された。

レフ ァレンス情報サー ビス機能の強化 につ いては「既存組織 の機能の充実を図 るだけ でな く新 しく

地 域情報に関するtr－ ビス センターの設立 が必要 である 」(48%)、 「既存組織 の機能の拡充 を図

る必要 があ る」(45%)に 大 きく二分 され 「既存機 関 で充分 である 」と回答 した ものは3%で あ っ

た。新 し く地域情報 に関す るサ ービス セ ンターを設立 するか否かは別 と して も、ほ とん どの機関が既

存 の組織に不満 を持 ってい る。また 「既存組織 の機能 の充実 を図 るだけ でな く新 しい地域情報に関す

るサー ビス セ ンターの設立が必要 であ る」と回答 したのが関信越地域45%に 対 し東北地域 では50

%、 「既存 の組織 の機能 の拡充 を図 る必要 があ る」と回答 したのが、関信越地域49%に 対 して東北

地域 では41%と 逆転 してい る。

また、 これ以外 に「既存 の組織 であれ新 しい組織 であれサ ービス センターの機能 、所在地 につ いて

PRが 必要 であ る」と言 う意見 が ある。

(2%)

(1%)
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1.情 報 セン ター一原資料 と資料 目録 を集 中的

に収集 し提供する。

2.情 報 セ ンターで資料 目録 だけ を収集 ・提

供 し、原資料 はそれぞれの機関で保持 ・提

供す る。

3.原 資料 ・資料 目録 ともにそ れぞれの機関

が整備 ・保管 し独 自に提供する。

4.上 記1～3以 外 の方法

5.不 明



1.既 存組織 の機能 の充実 を図るだけでな く新

しく地域情報に関するサ ービスセンターの設

立が必要 である。

2.既 存 組織 の機能の拡充 を図 る必要がある。

3、 既存組織 で充分である

4.そ の他

5.不 明

地域経済に関するレファレンス情報サー ビス をす るために当地 域委 員会 ではモデル研究 と して レフ

ァレンスブ ック 及び コン ピュータを利用 した情報 サー ビス システ ムを作成 する計画 を持 っ ているがそ

れについての各機関 の関心を調査 した。その結果 「必要 なことである」(76%) 、 「わか らない 」

(12%)、 「当面必要 では ない」(9%)の 順 になっている。関信越地域及び東北地域 に分けて見

ると「必要 な ことである 」は関信越地域72%、 東 北地域80%、 「必要 ないと思 う」は関信越地域

2%、 東北地域は回答 な しであり関信越地域 よb東 北地域の方が必要性 を認めてい る。

また、当地域委 員会 で計画 しているようなレフ ァレンス及び レファレンス情報 サー ビス シス テムが

作成 された場 合の利用にっ いて調査 した ところ、 「利用 す る可能性は ある 」と回答 した ものが69%

「積 極的に利 用 したい 」(14%)、 「わ からない 」(1.0%)の 順 になってい る。「あま り利用 し

ない 」、 「全然利用 しない 」と回答 した ものは全 体で7%で あ った。関信越地域 と東北地域 の差 はほ

とん どな ぐ83%が 利 用 する意志 は持っている ことがわかった。 しか し機能内容等の面が不明確 なた

めか積極 的な利用の回答が少 なか った。

(2%)

1.必 要 な ことである

2.当 面 必要 ではない

3.必 要 ない と思 う

4.わ か らない

5.そ の他
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1.積 極的に利用 したい

2.利 用 す る可能性はある

3.あ ま り利用 しない

4、 全然利用 しない

5.わ か らない

5.2.5.ま とめ

レファレンスサー ビスに関す る意識調査 の結果 か ら資料探査 の現 状が明 らかにされた。

まず、現在 資料探査については目録 や情報総覧 を利用 す る方法 よりも内部 の経験者に聞 く方法 が多

いこと、資料を探す方法や資料 の所在がわか らないこと。資料 センターを利用 しない理由は手元に あ

る資料 で間に あわせ る、 目的 とする資料 があるか ないかわか らないためである。今後地 域情報 の流通

促 進のためには、 レフ ァレンスブ ックの作成 および情報 サービス システムの構築 が必要 であること。

レフ ァレンスブ ック及び情報サ ービスシステ ムについての関心はかなりの機関 で持 っていてニーズも

あ ることな どで ある。

また、地域に関す る レフ ァレンス情報 サー ビス を行 ってい くに あた りい くつかの問題点が あげられ

たo

第1に は情報 センターの内容(体 制 、資料 の メンテナ ンス 方法 及び期間、情報内容 の地域区分等)

に っいて十分な検討が必要 であ る。例えば体制についてみれば、情報 セ ンターが原資料 を提供 しない

場合、原資料保持者 に手間・労力がかか り、 また利用者側 も即時 に資料 が手に入 らないとい う難点があ

る。情報 セ ンターが原資料 を提 供すると した場合、原資料 を保管・管理 することは原 資料が膨大 すぎる

し、万が一 のことを考え ると分散 してむくこと も必要 と考え られ る。原資料 、 目録 ともそれぞれの機

関で提 供す ることについては、保持者 に手間 ・労力がかか り、また利 用者側 に とって どこに必要 とす

る情報 があ るのかがわか りに くい。どの方法 をとっても短所があ り、方法 を決定す るに当 っては十分

な検討を必要 とす る。

第2に は資料 を収集する場合に もプ ライバ シーの問題、情報公開問題 と色々 な問題点があ.げ られ る。

また利用 目的 に適合 した精度の高いデータを収集 ・提 供する為 には どのよ うにすれば よいかの問題 も

ある。

第3に は原資料 め保持 ・提供 にあたっての責任問題があげ られ る。

これ らの点を今後十分に検討 してい く必要があ る。
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4.地 域 情 報 ネ ッ トワ ー ク

4.1.レ フ ァ レ ン ス サ ー ビ ス の 基 本 機 能

地域デー タの利用 ニーズが増大 する中で各機関が保有 しているデータを各機関単独で単一 目的 にのみ

使用す るだけ でな く機関相互 に有効利用 しよ うとす る機運が高まってきた。 しか し実態は未 だデータ

の相互利用は不十分 である。 その原 因は、相互利用体制 の未整備(手 続等 の未確立) 、 データ交換

(磁 気媒体)の 際の互換性等技術的な問題がある。特 にデータの相互利用 の基礎 的条件 である「どの

よ うな種類 のデータが、 どのよ うな形式、内容 で、 どこで作成 され、 あるいは保 管されているか 」また

「入手可能 か、入手する際の手続 き」等 の レフ ァレンス情報 が未整備 であ る。

このよ うな現状 を踏まえ レフ ァレンス情報サ ービス を促進 するために必要 な基本機能及び実現 する

際の問題点 は何 かを明確にするために 実施 したアンケー ト調査 の分析結果 から、次の とお り問題 点と

今後の課題が明らかにな った。

今回 の「レフ ァレンス情報に関 する意識調査 」の結果 から、情報の一括管理 に対す る要望が強い こ

と、 レファレンス情報 は出来 るだけ広範 域にわたって収集 されている事が望 ま しい ことが明らかにな

った。 また、一次情報 につい てはデータが大量な為、保守の容易 性、正確性、迅速性から情報の発生

機関における維持管理が適当 と考 えられ る。以上のことから当地域のネ ットワーク構想は図3-1の

よ うにレファレンス情報につい ては 「地域経 済情報サービスセンター(仮 称)」 に集め、一次情報に

必要 な時オフラインでデータを入手す る分散型ネ ットワークの形態が適当 と思われ る。

具体的には レファレンス情報につ いて案 内 する「地域経済情報サービス センター」の設置及び レフ

ァレンス情報 システムの開発 が必要 にな る。

4.1.1.地 域経済情 報サー ビスセ ンター(仮 称)の 設置

(1)レ フ ァレンス情報 サービスの ための センターを設け次の情報活動 を行 う。

① レファレンス情報の収集整理

国、地 方公共団体 、金 融 機 関 、 関係 機 関 、団体等が作成 する地域経済情報の レフ ァレンス情

報 を収集 する。またその資料 を分類 整理す る。

② レフ ァレンス情報 のサー ビス

収集 ・整 理 した情報を コン ピュータに登録(あ るVぱ 更新)し 、地域機関からの問い合せに応じて

情報 の検索サー ビス を行 う。

② 予算措置

レフ ァレンス情報 の整備、 登録、更新 に要する費用、通信回線費用、データ配布、連絡網費用、

ハー ド・ソフ ト、建物、人件 費用等 の予算措置 が必要 である。(例:受 益者負担、国の予算、補助

金等)
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図3-1情 報 ネ ッ トワーク構想図

図3-1.情 報 ネ ットワーク構想図
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(3)運 用 にあた っての検討事項

① 利用窓 口、利用料金設定

② 情報 の蓄積、管理、検索等各 シス テム の開発

(4)利 用機関 の役割 及び メリット

① 自機関 の レファレンス情報 を定型様式 によ り定期的 にサー ビス センターに送 る。(初 期登録 を

除 いては追加、変更 データについてのみ)

② サー ビス センター のレ ファレンス情報を利用 で きる。

4.1.2.地 域経済 レファレンス情報サー ビス のためのシステム開発

(1}シ ス テムの範囲

① データ収集、提供対象機関 は当面今回 「レファレンス情報 シー ト」の記入 を依頼 した関信越 の

162機 関(国 、県、市町村、商工会議 所、 商工会議所 連合会等)、 及び東北約60機 関(国 、

県、 商工会議所、 銀行等)と する。

② 収集 及び提 供す るデータの種類 と しては当面指定、承認 、届出統計、その他統計データで公表

可能な ものを対象 とする。

③ 収集 及び提 供す る情報 の項 目は 「レファレンス情報 シー・ト」に記載 された項 目であり情報 の項

目としては次の3種 類 である。

④

@

◎

データの作成機関の所在に関する情報

データの具体的内容に関する情報

データ入手のための手続 き等データの利用に関する情報

表4-L地 域 レファレンス情報 システムで扱 う情報

(フリガナ) 分野名(コ ー ド)

×

鼠 ・市町 村 ・特殊地域 コーF 地域範囲

その他

()[コ

統計図査名 い ・1川 口

×登録番号
(フリガナ)

■査領関名 ロ葺対象の属性等 電算処理の有無

有 無 一・

書損媒体

1工

(その他)

(フ,ガ ナ)

住 所

提供の可否
1一
]i

刊行物名

発行萬闘名
客体数(■ 査対象数) 提供の条件

その他

()〔
(フリガナ) 保存㎜

昭和 年 月以降 年 月まで

提供扉体

その他

()こ

所管険襲名

塙査の抽目性

口

ロ査方法

その他

()口

■査周期

年 月 口口

■査■●

その他

()口

目査票

有 佃

■告書

有 但
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② システムの機能

シス テムの機能 と してはデータの蓄積 と検索がある。蓄積 については校正処理等 を除 きバ ッチ処

理 がより効果的 と思われ る。検索については、試行錯誤的な処理 が とれ るオン ライン会話型の処理

が適 してい る。

データの整理方法 としては、情報単位に索引語 を付けそ の索引語による検索 を行 う「統制語 によ

る検索 シス テム」と用 語その ものに より検 索を行 う「自然語に よる検索システム」がある。

この両者 についてデータの作成、 メンテナンス及び検索効率 の面か ら検討を加え どち らが適当で

あ るが決 める必要が ある。

ソフ トウ ェア構成 と しては、 自然語 によるオンライン検 索システム とした場合の ソフ トウェア構

成 の1例 を図4-4に 示 す。

統制された用語(シ ソーラス)

Aレ ファレンス情報

B

ス纈

A

レファレンス情報収集 レファレンス情報の内容分析。 レファレンス情報にあ

らかじめ索引語として統制された用語から該当する用語を選択し付与する。

索引語単位にレファレンス情報をまとめてファイルに蓄積する。

B
質問の受けつけ。質問内容を分析する。統制された用語を用いて検索条件を設

定する。検索条件に合致したレファレンス情報をファイルから検索する。

図4--2.統 制語 による検索 システム

A
○

レファレンス情 報 一● 蓄 積. レワ アレンr－ 検 索 ・

ス情報

④
析

質 問

B

A レフ ァレ ンス情 報 を収 集 しフ ァイ ルに 蓄積 す る。

B

質問を受け付ける。質問内容を分析する。レファレンス情報で用いられて

いる自然語で検索条件を設定する。検策条件に合ったレファレンス情報を

ファイルから検索する。

図4-3.自 然語 に よる検索 システム
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㊥ ノ

レ ファ レン ス情 報 の

登 録 ・更新 デ ー タ

レフ ァ レンス情 報

の登 録'更 新

・・。レンス繍 撫 ピ
の オ ン ライ ン検 索 ア_タ

ペー ス

フ

「

辞

童

睡 ・肝 ・「

レフ ァ レンス情 報 ショフ コントロー

の パ ッチ検 索 カード

＼

*同 義語辞書作成では用語単位に関

係する同義語が迅速に取り出せる

同義語辞書ファイルを作成する

鼎 カナ漢字対応テーブルを設け
、

カナが入力されたら対応する漢

字に交換する方法

図4-4.レ フ ァ レ ンス 情 報 シ ス テ ム の ソ フ トウ ェ ア構 成

、(3)シ ス テムの運用方法

システムの登録 ・更新については、 登録 は各地域機関に登録用紙 を配 布 し回収 された情報 を基に

行 う。入力 はバ ッチ形 態による一括入力 で行 う。更新はデー タの表章地区、項 目等 の改 訂に伴 い不
」

定期に発生するものと、時系列データの収納期間等定期的に発生するものがある。前者については

年毎に変更の有無を問い合せ後者の定期的に発生するものについては変更の通知がない限りシステ

ムで自動更新を行 う。

検索サービスにつ いては・将来的には必要な機関に端末を設置 しオンラインによる検索サービス

を行 うが当面はコス ト的な面、技術的な面を考え、電話、あるいは文書による質問受け付け及び電

話あるいは検索結果 リス トの送付による回答と・いった形態をとることが望ま しい。
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① デー タ内容

データ

定 義書
資料
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図4・ 一一5.レ フ ァレンス 情報 の登録更新の形態
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＼ 提 供 対 象 機 関 所 在 情 報 案 内 シ ス テ ム
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検 索 シス テム

1

一 一

検索結果牛o
己 一部保管一 ー ー ー ー ー ー ー 一 一

質問受付票

○ チェ ック

1
検索結果
リス ト

図4-6.レ フ ァレンス情報 の検索サー ビスの形 態

4.2.地 域 情 報 ネ ッ トワ ー ク の 現 状

地域経済 情報の レフ ァレンス を具体的 に進 めるに あた り問題点 を明確にするために地域経済情報 ネ

ットワークの現状 について調査 した。

4.2.1.主 と して商業ベー スの情報 ネ ットワークの例

表4-2は 日本におけ る主 として商業ペース の情報ネ ットワークの例 である。 これ ら情報ネ ットワ

ーク のうち地域経 済に関 するものには表に○印 を付 してある;現 状 か らは次の点が言え る。

① 地域経 済に関 す る情報 流通 は、まだ少ない。(「 地域データの整備が不十分 」「データがない 」

「情報収集 のむずか しさ 」「採算性 」の点で商業ベースにの りに くい。)

② 商業ベ ース での地域情報に関 するサー ビス体制は若干 あるが、利用率 は低 い。(「 サー ビス して
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い ることを知 らない」「利用 目的 に合わない 」「利用料金 が高 い 」「端末が無い 」等の理 由に よる。)

③ 地域情報 レフ ァレンスサー ビスにつ いてはい くつかの機関で試み ているが実現化 していない。

表4-2.日 本 におけ る商業ベ ースの情報 ネ ットワーク

提 供 機 関 分 類 地域経済
分野
製 造 機 関 名
(略 称)

主 管
省 庁
営 利
非営利

サ ー ビ ス 内 容 主な流通業者 パ タ ー

ン

に関する

もの

'

○経済 醐通商垂葉調査会 ・工業統計表 1

経済統計情報セ

ンター

通 商

産業省

非営利 ・産業連関表

・鉱工業関連各種指数 [欝 産業]

(実 質

的3)

○

・商店名簿 ○

(経 済統計情報サービス)

・貿易統計情報 1㈲ 日本貿易振興会 通 商 非営利

(JETRO) 産業省

[㌶ 貿易]

(実 質

的3)

㈱ 日本経済新聞 営 利 ・エ ネ ル ギ ー 情報

社 (NEEDS-IEEE) ㈱ 日本経済

・新聞情報 新聞社 他 6

(NEEDS-IR)

・一般経済情報

(NEEDS-TS) 「醐:笥
(NEEDS-MT)

●

(NEEDS-HC)

㈱電通国際情報 営 利 ・地域統計 ㈱電通国際 ○
-

サ ー ビス (MARK－ 皿、民力) 情報 サービス 2

・NRI/E

・NBER

'FTCDATA他

楠アジア経済研 通 商 非営利 ・各国貿易 データ 1

究所 産業省 ・東 南ア ジア貿易統 計

データ [㈲アジア経済研究所]

(実質

的3)

営 利 ・マクロ経済 ・産業デ ㈱電通国際 4㈱野村総合研究

所
一 夕 情幸』 ビス

(NRI/E)
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'
導

$

分野
提 供 機 関

サ ー ビ ス 内 容 主な流通業者
分 類
パ ター

ン

地域経
済に関
するもの

製 造 機 関 名
(略称)

主 管
省 庁

一
営 利
非営利

翻世界経済情報

サービス

通 商

産業省

非営利 海外経済産業情報 ㈱電通国際

情季肋一ビス

2又 は

4

、

㈱ センチ ュリー'

リサーチ ・センター

(CRC)

営 利 世界貿易統計

(CBC-TRADE

サ7ビ ス)

5一

〔㈱CRC〕

㈲ 日本統計協会 総理府 非営利 事業所統計

メッシュ統計

1

(実 質

的3)

○
'翻日本統計

協会
、'

経営 ㈱ 日本興業銀行 一 営 利 企 業 財 務

(興銀財務)

㈱電通国際

情報ナービス

4

㈱ 日本長期信用

銀行

『 営 利 企 業 財 務

(COMPASS)

〔:⊇

3

人口 簡アジア経済研

究所

通産省 非営利 入 口 統 計

(国 連人口統計デー タ)

〔:顯

1

(実 質

的3)

㈲ 日本統計協会 総理府 非営利 国勢調査地域メッシュ統計 1

(実 質

的3)

○

〆

肋 日本

統計協会
、

市況 農 林 水 産 省 農 林

水産省

非営利 生鮮食料品流通情報(生 鮮

食料品流通情報サービス)

農林水産省 (実 質

的に一

部6)

㈱ 市 況情報セ ン

ター

(QUICK)

営 利 株価情報、ニュース、為替

情報

(QUICKビ 分1)

QUICK 5

(一 部

6)

一

㈱共 同 通信 社 一 営 利 ニ ュ ー ヨー ク 市 場 株 価 ㈱電通 国際

情報サービス

2

㈱時 事通 信 社 営 利 株 価 ・債券データ ㈱電通国際

情報ナービス

2一
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分野
提 供 機 関

サ ー ビ ス 内 容 主な流通業者
分 類
パ ター

ン

地域経
済に関
するもの製 造 機 関 名

(略称)
主 管
省 庁

営 利
非営利

信用 ㈱東京 商工 リサ

ーチ

営 利 企業属性 ・財務 ㈱電通国際

情報サービス

4一

㈱ 帝国データ

バ ンク

営 利 企業財務 ・企業情報 3一
〔㈱ 帝国データ

バンク 〕

特許 ㈲ 日本特許

情報 セ ンター

(JAPATIC)

特許庁 非営利 特許情報

(第1検 索 システ ム)

(第2検 索 システム)

JAPATIC (実質

的6)

㈱ リ コ ー 営 利 速報、検索、米国特許検

索

(リ コー特許サー ビス)

〔㈱ リコ ー 〕

5一

文献 特 日本科学技術

情報センター

(JICST)

科 学

技術庁

非営利 科学全般(理 工学 ・化学

・医学等

(JOISサ ー ビス)

JICST

(実質

的6)

特アジア経済研

究所

通 商

産業省

非営利 投資関係法律 1

(実 質

的3)

'翻

、

㈱ 丸 善 営 利 人文、社会、 自然、応用

科学(マ ルゼ ンDIA-

LOG検 索 サー ビス)

㈱丸善

4一

㈱紀伊国屋書店 営 利 速報 ・検索サ ービス

(ASK)

,㈱ 紀伊国屋書

店

4一

科学 ⑰ 日本科学技術

振興財団

科 学

技術庁

非営利 科学技術研究情報

(REGISTERサ ー

ビス)

/㈲ 日本科学、

技術振興財

、団1

1

(実 質

的3)

出 所:KIISが 作 成

昭和55年2月

次にデータ流通 の側面 か ら情報 ネ ットワークの形態 を表4-3に そ って分類 すると次のとおりであ

るo
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表4-3.デ ー タ流通 の側面 か らみたネ ッ トワークの形態

分 類

パ ターン

デ ータ の調 査 ・

収集 ・分析 ・作成

テープあるいはデ ー

タベース作成機関

テープあるいはデー

タベース流通機関
利 用 者

1

2

3

4

5

6

○

○

○

○ ○

○

○

○

○

○

○

○

( )

( )

○ ( )

( )

<分 類 パターン>

1.統 計 書 あるいは調査結果 レポー ト等か らデー タベース製造業者がマシン リーダブルなデータ

ベ「ス等 を製造 し独 自の提供を行 う

2.ほ ぼ完全 にデータの流通形態が分業化された場合

3.デ ー タ作成 とデー タベース製造 まで を同一の機関 で行い利用者に提供す る形態

4.デ ー タ作成 とデ ータベース化 を同一・機関 で行 う場合で流通業者を介 してデ ータ提供を行 う場

合

5.デ ー タベースの製造 と流通 を同一 の機 関で行 う場合

6.デ ー タの作成 から流通 までを同一機関で行 う場合

㈲通 商産業調査会、経済統計 セン ター、㈲ アジア経済研究所、働 日本統計協会等によ るネ ットワー

クの形態 は分類パ ターンとしては1に 属 する。

これは商業ベ ース のデー タ流通 の初期段階に相当する。

分類 パ ター ン3に 属す る㈱ 日本 長期信用銀行、㈱帝国興信所 の情報ネ ットワーク の形態は保守、運

用等 の条件 を考える と今後 はより多 ぐ発生 す る形態 であろ う。

日本 の情報ネ ットワーク形態全般について言え ることは、情報ネ ットワークに本格的に流通業者が

介入す ることが非常に少ない とい うことである。表4-2vateけ る㈱電通国際情報 サー ビスの

MARK臥 ㈱ 日本経 済新 聞社のNEEDS等 が本格的流通業者に相当す るが、肋関西情報 センター

が昭和55年3月 に出 した「地域的公共 デー タ流通 のための研究調査 」において も述べ ているよ うに

「これ らの企業 は流通 を専門 として いる企業 では なく流通業そ れ 自体 で採算性 を確保 することは現在

の 日本 では未だ困難 である。 」と言える。

また、2月18日 行 われた当地域委員会での講演 「情報の利用形態 と効果 」の中で 日経の若尾氏 も

次 のよ うに現状を述べ てい る。.

「 日経に おける情報 サービス は採算性 を目ざ した ものではな く新聞の質の向上 と新聞記者 のレベ ル
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ア ップを目ざす過程におけるSubProductで あ る。 」

4.2.2.行 政 機関におけ る情報ネ ッ トワーークの例

表4-4は 省庁 における地域統計情報 の磁気 テープに よる地方還元 の例 であ る。

このよ うに行政.主体ベースの各関連部局 あるいは行政機関内での業務 を通 じたデー タの流通 とい う

点 ではそ の具体例は数 多 く存在 する。

しか し、省庁 における地方統計情報 の地方還元例か らもわかるよ うに指定統計等の うちの「全 数調

査 」につ いては年 々都道府県、市町村 か ら原 データ再編加工利用の要望が増加 してお り、情報提供 の

際の使用上 の制約、手続 きが問題 となっている。

表4-4.省 庁 における地域統計情報の地方還元の例

省 庁 名 還 元 統 計 名 備 考

農林水産省 農林業センサス 農林集落調査結果について57年 度一般利用者

(地方公共団体、研究機関、生産者団体)に磁気

テープ提供予定。

通 産 省 工業統計、商業統計、商業動態

統計、商工業エネルギー消費統

計、生産動態統計

行管に包括承認 をとり通産局、都道府県 に磁気

テープ、 あるいは リス ト還元 してい る。

総 理 府 国勢調査、就業構造基本調査、

労働力調査、事業所統計、家計

調査、全国消費実態調査

原データについては国、都道府県からの要請に

対 し原課の指導で行管の「目的外使用 」承認を

得るように している。公表結果と同 じ集計区分

データについては要請に応 じて磁気テープ還元

をしている。国勢調査 と事業所統計について県、

市町村からの要請が多い。

文 部 省 学校基本調査

社会教育調査

7

54年 は集計結果を各県に還元、55年 度以降

は行管に包括承認 を行い原データを各県で処理

目的外使用承認後、原データを神奈川県で処理

厚 生 省 入口動態調査ω

厚生行政基礎調査⑬

医療施設調査〔A}

患者調査(B)

医療関係者調査ω

社会福祉施設調査囚

行管に一括 して包括承認をとっている。

A:厚 生省から全県に通知 し希望県をつのる

(全数調査)

B:当 該県がほしい場合申請する。(抽 出調査)

また、表4-5は 通 商産業調査会の もとにある情報 センターに よる経済統計情報 収納磁気 テープの
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提供状況表 である。

表4-5.統 計 情報別磁気 テープ提 供状況

49年 度 50年 度 51年 度 52年 度 53年 度 55年 度 56年 度

産業連関諸表

鉱工業各種指数

工業統計表

89

8

8

104

8

1

80

2

21

115

`1

27

49

2

32

計 105
"116

143 143 83 159 (200)予 測

55年 度 提供先男ik年度別テープ提供状況

(産業連関表、工業統計表)

提 供 先 巻 数

県 3

大学 35

研究所 17

団体 11

情報機関 49

鮪 6

一般企業 13

(還 元 テープ) 25

計 159

ノ

情報 センターか ら各機 関に対 して提供 している磁気 テープ本数 は年 々増加 しているが、磁気 テープ

に よる統計情報提供の問題点 として「昭和53年 度地方統計 デー タベ ースの編成及び運用に関 す る調

査研究報告書 」では次の点 を指摘 している。

㈲ 統計 情報 の磁気テープによ る蓄積には多額の経費が必要

統計を作成するため に使用 した磁気テープを提供用に編集 す ることは技術的にはさほ ど困難では

ないが提 供用 テープ作成 のためにかなりの時間 と経費がかかる。

同 磁気テープの提供には事務的業務 が随伴す る。

提 供用マス ター ・テープが作成 され、 これ を転写 して一般に提供するには・①提供磁気テー プの

規格決定、②テープフ ォーマ ッ ト等ユーザが テープを利用 するための手引 きとなる明細書 の作成・

③ コー ド・ブ ックの作成等の業務が随伴する。

、
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4.2.5.関 信 越 ・東北地域におけ る磁気テー プ交換状況

表4-6は55年 度 当地域委員会 で調査 した磁気 テープ交換状況調査結果 であ る
。 これ らのデ_タ

交換は限定 されたデータのみ の交換 を業務 ベース で行 っているもの(特 に国と県
、県 と市)が 多い。

従 って、特殊、 定型的なものであり、各種統計、計画策定基礎デー タ等 のような横割 リデータの交

換は団体等 の交換 で一部 見 られ るだけである。

横割 リデ一夕の提 供 を難 しくしている原因 と して統計 コー ドの不整合等 デー タ整備士 の問題が あげ
●

られ る。

表4-6.磁 気 テ ー プ 交 換 状 況

交換機関名

国 と 県

県 と 市

金融機関と金融

機関

金融機関と新聞

社 ・交換所

団 体 と 国

団 体 と 団 体

金融機関と協会

デ タ 名

、

米道路情報 米人口動態調査 米農林センサス 米工業統計 国勢調査

自治省統計 学校基本統計 消防々災行政統計

米米工業統計 町丁字別人口調査

企業財務データ、帝国興信所企業情報

株式価格 手形引 日経時価テープ

鉄鋼政策情報 通関統計

自主統計、各国貿易統計

全国統計マスター

国際経済統計

(55年 度調査結果) 米国→県 米来県→市

4.3.今 後 の課 題'

地域情報ネットワークの現状を調べ る中で地域情報の流通 を促進する うえでの問題点が明確になっ

たo

① 地域情報流通促進のためのデータ整備、社会制度等基盤形成が未だ不十分 である。

② 情報提供業は労働集約型産業であり経費、労力がかさみ採算がとりに くい。

以下、それぞれの問題について解決 のための諸方策について検討をする。

4.3.1.共 通利用基盤形成のための諸方策

(1)資 料公開の制度化

情報公開とプライバシーの保護問題については各地で討議されているが情報公開(統 計利用と秘

密保護)に 関 してはまず行政機関が先に取 り組み
、

① 国 と都道府県

② 都道府県 と市町村
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③ 個人(法 人を含む)と 国

④ 個人 と地方自治体(都 道府県、市町村)

という4つ の関係について検討 し制度化する必要がある。また、今後は地域統計情報 をより整備充

実するために「指定統計」等の「目的外使用 」の条項に対 し統計情報公開の幅をひろげるよう要求

することになるだろう。

(2)利 用 目的に合致 した統計情報の整備

{イ1統 計コード等の統一イヒの問題

主に地方公共団体が作成、整備 している地方統計(独 自に行っている業務統計はもちろんのこ

と省庁で実施する指定統計の地域別集計についても)都 道府県別、あるいは市町村別に見ると次

のような不整合がみ られる。

① 統計データ(テ ーマ)の 不ぞろい…あるテーマに関 して調査集計 している機関、 していない

機関 が存在する。

② 統計表章地域の不ぞろい・・統 計の集計地域区分あるいは調査対象地域が不ぞろいである
。

③ 表革区分(分 類、用語等)の 不ぞろい・・統計による業種分類基準のちがい、同種 の統計であ

っても集計項目のちがい、同じ内容を表わす用語の不ぞろいがある。

④ 同一調査におけ る時系列的不整合(項 目がかわる)

こうした統計表章の不整合は、地域間比較とか県域を超えたブロック別統計利用面からは致

命的な欠陥 となる。今回の調査からもこの問題点が浮 きぼりにされた。こうした現状に対処す

るためには①地域統計として整備すべき統計項 目 ②表章形式 ③分類基準概念等の統一化 .

標準化が必要となる。

省庁 レベルでは、行政管理庁が、昭和54年 度から検討をしている。また経済統計の体系は新

SNA体 系により、整備することが望ましいという議論もあるが、地域経済の現状を表わすには各

地域独自の観点か らの地域特性を表わす統計資料が必要であり、統一化、標準化との調整をどうす

るかが大 きな課題 の1つ である。

(3)レ ファレンス情報の整備

情報の共通利用基盤形成のためにはどこにどういった内容の情報があるかを知 らせるレファレン

ス情報の整備が重要である。 レファレンス情報の整備にあたっては、まず レファレンスする項目の

選定が重要である。

統計調査目録としての「統計調査総覧 」においては統計調査 ごとに次の事項を収録 している。

的 国等が行 う統計調査

①統計調査名 ②実施機関 ③目的 ④沿革 ⑤調査の構成(調 査票の種類)⑥ 調査対象

(④単位@地 域 ◎属性 ㊤抽出枠)⑦ 調査方法(④ 選定 ◎客体数 ◎配布 ・収集e記

入 ● 把握時期)⑧ 周期 ・期 日(④ 周期 ◎実施期 日)⑨ 調査系統 ⑩調査事項 ⑪集計

方法 ⑫表章地域 ⑬結果の公表 ⑭備考
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仲 地方公共団体 が行 う統 計調査

①統計調査名 ②実施機関 ③対象選定 の方法 ④地域 ⑤ 調査単位 ⑥周期

この 「総覧 」におい ては統 計調査名 を標題 と して、 この統計調査 の実施 に係 る諸事 項の収録に重

点 を置 いている。今回当地域委 員会 で行 った レファレンス情報 の項目は表4-1の とお りであ り、こ

の場合 は「データの提供に係 る諸事項 」を考慮 して設計 した 。このよ うに重点 をどこにお くか によ

って当然 レファレンスする項 目が異 って くる。

次に重点 となるのは レファレンス情報 を容 易に得 る為 の索引の作成 である。 索引 とする項 目の決

定 、及び索引項 目に関 する分類表(コ ー ド)の 作成、分類基準 の設定 は非常に難 しい。

なお、当地域調 査では今年度 レ・フ ァレンス情報の収集整備を行 った。整備 方法(レ フ ァレンス情

報項 目、分類 コー ド表、分類基準)並 び に結果 の評価につい ては別冊付属資料を参考 にされたい。

4.5.2.サ ー ビス体制確立のための課題

(1)地 域経済情報サー ビスセ ンター(仮 称)設 置

地域経済 レファレンス情報 のサー ビス はコス ト的な面では採算 がとりに くい。 しか し今後の企業

活動、地域行政については重要 な機能 である。

従 って、国の ような指導的立場 の機関がサー ビス体制確立 のための 「投資 」をし・自ら積極的に推

進す ることが望まれ る。

また、地域経 済情報 サ ービスセンター設置 を既存組織 の拡充強化 の方向か ら考えると当面採算性

を目的 とせず活動出来 る機関 とい うことか ら公共的性格 をもった機 関に設置 することが望ま しい。

② 連絡会 議(仮 称)の 設置

利用機関 の拡大 をはか り情報 ネ ットワークを促進させ るために 、地域情報 センター と利用地域機

関を結ぶ 「連絡会議 」(仮 称)を 設置 する。

「連絡会議 」の対象機関 と しては当面 「地域経済情報 ネ ッ トワーク形成調査・委員会 」構成機 関と

し、将来は県、市町村、商工会議所、銀行、団体等 を対象に組織の拡充強化を図る。

「連絡会議 」で は 、

① レファレンス情報 サー ビス を運営 してい く上での資金 、採算性問題

② レファレンス情報 内容 の拡充

③ 利用機 関の拡充 の方法

について具体的 に討議 するとと もに将来 にむけて一次情報 ネ ッ トワーク促進 のための方策 について

も併せて検討 す る。

③ 既存 の情報 センター との連携

既存 の情報 センター(中 小企業情報センター、県立図書館等)と は、相互に連絡を とりあい、協

力体制 を固め る必要があ る。
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5.ま と め

本 調査 は関信越 ・東北地域におけ る地域経 済情報流通 を促進す るために、流通 状況の把握、問題点

の分析 をし、当面 の課題 を明 らかにす ることを目的と して54年 度 から進め られてきた。

情報流通 のための基本原則は①利用 者のニーズがある。こと ②情報保持者の提供が可 能である事 で

ありこの2条 件 が満たされて初めてい かに容易に迅速 に安価にその情報 を入手 するかとい う情報流通

の問題 とな る。今年度 の調査研 究課題 であ る「レファレンス情報サー ビス 」は、本来 の情報(一 次情

報)流 通のための補助手段であ るが、欠 かせ ない機能 であり、 今後の経済情勢の変化 に対応 するため

に、 この機能 に対する要望が強 まると思 われ る。

特に地域経済情報については、地方 自治 体(県 、市町村)商 工会議所、経済 団体等 か ら利用 ニーズ

が強 く一次情報の整備 とともに レフ ァレンス情報サ ー ビス体制の早期確立が望まれ る。 しか しサー ビ

ス体 制の持続的発展 については、 レファレンス 情報 の定期的更新、 そのための レフ ァレンス情報収集、

一次情報利用 との リンク問題 等 々、組織 ・経費面での問題 も多 く、険 しいもの といわ ざるを得ない。

また、地域 の各機関 にア ピール し協力を得ることが重要 なポイン トとな る。 レフ ァレンス情報シス

テ ムの将来構想としては、

① レファレンス情報 の統計分野 の拡大(現 在 は経済統計分野のみ)

② 地域の拡大(収 集 ・提供対象機関 の拡大)

③ 統計以外 の刊行物 ・文献等情報 サー ビス

が考 え られ る。

'
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